
協力金・支援金の支給対象の考え方について（7/12～8/31 における緊急事態措置） 

協力金・支援金については、要請内容や施設の種類・規模などにより、その支給対象が

異なります。このため、この資料では、「協力金・支援金の支給対象の基本的な考え方」を

お示しし、別添の「お問い合わせの多い施設（一覧表）」における各施設の措置内容とあわ

せてご確認頂くことで、事業者の皆さまがどの協力金・支援金の支給対象となるのかの確

認の目安として頂くため、お示しするものです。 

ご不明点等については、「東京都緊急事態措置等に関する質問と回答」及び「緊急事態措

置等に伴う協力金・支援金 よくあるお問い合わせ」をご確認ください。いずれも制度の詳

細は、別紙の制度の概要及び都ホームページのＵＲＬをご参照ください。 

 

１．飲食店等【休業要請及び営業時間短縮要請】 

〇飲食店営業許可等を受けて飲食店等を営んでいる事業者が、休業又は営業時間短縮の

要請に全期間応じた場合には、協力金（204～1,020 万円）の支給対象となります。※① 

〇営業時間短縮の要請は、酒類提供・持ち込みを行っていない店舗及びカラオケ設備の提

供を行っていない店舗、もしくは取りやめた店舗のみが対象です。このため、酒類の持

ち込みが行われている店舗は協力金支給の対象外となります。 

 

２．飲食店以外 

飲食店以外での協力金の受給のためには、都の営業時間短縮要請等に全期間（51 日間）、

全面的にご協力いただくことが必要です。 

【営業時間短縮要請】 

〇１以外で営業時間短縮要請等の対象となる事業者のうち、建築面積が 1,000ｍ２を超え

る大規模施設の場合には、協力金の対象となります。※②  

〇大規模施設本体の営業時間短縮に伴い、営業時間を短縮せざるを得なくなったテナン

トについては、要請対象となっているかどうかに関わらず、協力金の支給対象となりま

す。※②（１の協力金を受給していない店舗のみですのでご注意下さい） 

※協力金の支給対象となる施設は別表のとおりです。 

 

【営業時間短縮の協力依頼】 

〇都の支援金は、休業の協力依頼に応じて休業した中小企業等を支援することを目的と

して構築した都独自の制度です。７月 12 日から８月 31 日の緊急事態措置においては、

1,000 ㎡以下の施設に対する営業時間短縮の協力依頼ですので、都支援金の支給はあり

ません。 

 

 

https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/1007617/1013657.html
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/topics/qanda.pdf
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/topics/qanda.pdf


【その他、主な留意事項】 

〇「営業時間短縮要請等を行う大規模施設に対する協力金」と国の「月次支援金」の併給

はできません。国の「月次支援金」については、「地方公共団体による対象月における

休業・時短営業の要請に伴う協力金の支給対象となっている事業者（休業を要請され

た大規模施設内のテナントを含む。）は月次支援金の給付対象外」とされています（経

済産業省ＨＰ）。 

〇営業時間短縮要請の期間に関して、「文化庁 令和２年度第３次補正予算事業 ARTs for 

the Future！ コロナ禍を乗り越えるための文化芸術活動の充実支援事業」、「経済産業

省 コンテンツグローバル需要創出促進事業費補助金（J-LODlive 補助金）」の支給を

受けた事業者は、「営業時間短縮要請を行う大規模施設に対する協力金」の支給対象外

となります。 

〇営業時間短縮要請を受けた飲食事業者等が、「営業時間短縮要請を行う大規模施設に対

する協力金」のテナント事業者にも該当する場合、「営業時間短縮に係る感染拡大防止

協力金」と「営業時間短縮要請を行う大規模施設に対する協力金」のどちらかを選択し、

申請することが可能です（支給額が異なりますのでご留意ください）。 

〇協力金は１施設につき１区分のみとし、複数区分の併給は行いません。 

 

 

別紙 

 

【協力金・支援金の制度の概要】 

  

 

飲食店 飲食店以外 

① 飲食店協力金 

営業時間短縮等に係る感

染拡大防止協力金 

②大規模施設協力金 

営業時間短縮要請等を行う大規模施設に対す

る協力金 

③都支援金 

休業の協力依頼

などを行う中小

企業等に対する

支援金 

対
象
と
な
る
施
設 

○都内全域の飲食店等 

（大企業が運営する店舗も 

含む） 

※7/12 から 8/31 まで全

面的にご協力頂いた施

設 

○営業時間短縮要請等に対応して営業時間を

短縮した大規模施設（1,000 ㎡超） 

 

○大規模施設内のテナント等 

 

※７/12 から８/31 まで全面的にご協力頂

いた施設 

※協力金の支給対象となる施設は別表のと

おりです。 

 

 

※今回は営業時

間 短 縮 の 協 力

依頼のため、都

支 援 金 の 支 給

はありません。 



  

 

飲食店 飲食店以外 

① 飲食店協力金 

営業時間短縮等に係る感

染拡大防止協力金 

②大規模施設協力金 

営業時間短縮要請等を行う大規模施設に対す

る協力金 

③都支援金 

休業の協力依頼

などを行う中小

企業等に対する

支援金 

支

給

額 

○中小事業者 

一店舗当たり 204 万円か

ら 1,020 万円 

（前年又は前々年におけ

る売上高に基づき算出） 

 

○大企業 

一店舗当たり上限 1,020

万円（一日の売上高減少

額に基づき算出） 

○大規模施設 

① 自己利用部分面積に係る協力金 

→営業時間短縮を行った面積（自己利

用部分）1,000 ㎡あたり 20 万円/日 × 

営業時間短縮要請に応じて短縮された

営業時間／要請対象日の本来の営業時

間 

② テナント事業者等把握管理等に係る

追加支給  

→テナント店舗及び特定百 

貨店店舗数 × ２千円/日 × 

営業時間短縮要請に応じて短縮された

営業時間／要請対象日の本来の営業時

間 

③ 百貨店等の一定の店舗に係る追加支

給 

  →特定百貨店店舗の数 × 

 ２万円/日 × 

営業時間短縮要請に応じて短縮された

営業時間／要請対象日の本来の営業時

間 
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る協力金 

③都支援金 
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などを行う中小
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支援金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇大規模施設内のテナント等 

① テナント事業者等 

→営業時間短縮を行った面積 100 ㎡あた

り 

2 万円/日 × 

営業時間短縮要請に応じて短縮された

営業時間／要請対象日の本来の営業時

間 

② 映画館運営事業者及び映画配給会社 

→常設のスクリーン× 

2 万円/日 × 

営業時間短縮要請に応じたことにより

上映できないこととなった映画の回数

／営業時間短縮要請がなければ上映す

る予定であった映画の回数 

 

③非飲食業カラオケ事業者 

 →2 万円/日 

 

主

な

留

意

点 

○大企業の申請も可能 

 

○酒類又はカラオケ設備

を提供する飲食店等の要

請内容は休業 

 

○大企業の申請も可能 

 

○テナントについては、営業時間短縮要請

の対象外でも協力金の対象 

 

〇非飲食業カラオケ事業者については休業

要請 

 

Ｕ

Ｒ

Ｌ

な

ど 

※① 飲食店協力金 

https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/attention/2021/0708_14888.html 

※② 大規模施設協力金 

https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/attention/2021/0708_14889.html 

※無店舗型や派遣型の業態は対象外となります。 

 ※公益法人、学校法人、社会福祉法人等は対象外となります。 

 ※経済産業省コンテンツグローバル需要創出促進事業費補助金等の支給を受けた法人は 

対象外となります。 

https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/attention/2021/0708_14888.html
https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/attention/2021/0708_14889.html



































